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1.  23年1月期の業績（平成22年2月1日～平成23年1月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年1月期 209,758 4.5 23,874 28.6 23,503 30.2 13,884 36.1
22年1月期 200,780 13.3 18,558 175.1 18,054 214.9 10,202 209.2

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年1月期 486.12 ― 32.9 22.4 11.4
22年1月期 394.29 ― 36.2 20.0 9.2

（参考） 持分法投資損益 23年1月期  ―百万円 22年1月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年1月期 112,848 47,908 42.5 1,677.35
22年1月期 97,009 36,453 37.6 1,276.30

（参考） 自己資本   23年1月期  47,908百万円 22年1月期  36,453百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年1月期 △9,665 △1,059 1,264 21,329
22年1月期 32,986 △3,041 △7,967 30,789

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計） 配当性向

純資産配当
率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年1月期 ― 0.00 ― 60.00 60.00 1,713 15.2 5.8
23年1月期 ― 25.00 ― 45.00 70.00 1,999 14.4 4.7
24年1月期 

（予想）
― 35.00 ― 35.00 70.00 17.2

3.  24年1月期の業績予想（平成23年2月1日～平成24年1月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

113,200 9.0 10,400 △13.5 10,200 △13.9 5,900 △9.7 206.57

通期 230,500 9.9 20,500 △14.1 20,000 △14.9 11,600 △16.5 406.13



4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

（注）詳細は、21ページ「重要な会計方針」をご覧ください。 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

（注）1株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、25ページ「1株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年1月期 28,562,280株 22年1月期 28,562,280株
② 期末自己株式数 23年1月期  118株 22年1月期  ―株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等についてはＰ．３「１.経営成績（1）経営成績に関する分析」をご覧下さい。 



(1）経営成績に関する分析 

当事業年度におけるわが国経済は、中国をはじめとする新興国向けの輸出に支えられて、緩やかな回復がみられた

ものの、急激な円高の進行やデフレの長期化等により企業の収益環境、雇用情勢等については、引き続き厳しい環境

にありました。 

当不動産業界におきましては、優遇税制や住宅エコポイント制度等の諸政策を背景に、堅調に推移しております

が、同業他社との競争は依然厳しい状況が続いております。 

このような環境の中、当社におきましては、徹底した原価管理と品質向上に努め、良質な戸建分譲住宅及び分譲マ

ンション、規格型注文住宅等を低価格で供給することに注力してまいりました。 

また、地域密着型店舗運営を行い、地域別供給量を適切に保ちながらより多くのお客様に住宅を提供すべく、平成

22年２月に住宅展示場ふじみ野店（埼玉県ふじみ野市）、奈良営業所（奈良県奈良市）、７月に北名古屋営業所（愛

知県北名古屋市）、セレクト千葉店（千葉県千葉市若葉区）８月にセレクト町田店（東京都町田市）、久留米営業所

（福岡県久留米市）、９月に巣鴨営業所（東京都豊島区）、枚方営業所（大阪府枚方市）、墨田営業所（東京都墨田

区）、10月に横浜南営業所（神奈川県横浜市金沢区）、京都営業所（京都府京都市伏見区）、11月に住宅展示場春日

店（福岡県春日市）、戸田公園営業所（埼玉県戸田市）、12月に住宅展示場鳳店（大阪府堺市西区）、日暮里営業所

（東京都荒川区）、彦根営業所（滋賀県彦根市）、平成23年１月に半田営業所（愛知県半田市）の出店を行い、平成

23年１月31日現在本店を含め105店舗による営業を行っております。 

これらの結果、当事業年度における売上高は、209,758,046千円（前事業年度比4.5％増）となりました。営業利益

は23,874,780千円（同28.6％増）、経常利益は23,503,158千円（同30.2％増）、当期純利益は13,884,756千円（同

36.1％増）となりました。 

なお、品目別の状況については、戸建分譲売上高188,057,009千円（7,508棟、前事業年度比5.3％増）、マンショ

ン分譲売上高12,422,659千円（421戸、同5.4％減）、土地分譲売上高4,835,443千円（191区画、同25.0％減）、請負

工事売上高3,104,168千円（3,071件、うち規格型注文住宅200件）（同138.6％増）、その他の不動産収入1,338,765

千円（同7.5％増）となっております。 

  

（次期の見通し） 

上記のように住宅着工戸数は、各種の政策効果に下支えされ、増加基調が続くと思われますが、所得環境の改善に

はまだ時間を要すると思われるため、住宅購入マインドがなかなか上昇せず、依然予断を許さない状況が続くと思わ

れます。そのような中、当社といたしましては、今まで以上にお客様のニーズにあった高品質で低価格の商品を開

発、提供し、また物件の内容を厳選、徹底した原価管理に加え、在庫回転期間の短縮を図ることで、安定かつ確実な

収益確保に努めてまいります。 

次期の業績につきましては、売上高は、230,500,000千円（当事業年度比9.9％増）、営業利益は20,500,000千円

（同14.1％減）、経常利益は20,000,000千円（同14.9％減）、当期純利益は11,600,000千円（同16.5％減）を見込ん

でおります。  

  

(2）財政状態に関する分析 

 ① 資産の部  

当事業年度末における資産合計は、前事業年度末に比べ15,839,553千円増加し、112,848,861千円となりました。

これは来期に向け積極的に事業用地の取得を行い、着工数を増やしたことにより、仕掛販売用不動産24,823,917千

円、未成工事支出金1,900,690千円が増加し、一方で法人税の支払や上記事業用地の取得に資金を使用したことによ

り、現金及び預金が9,260,318千円、完成在庫の積極的な販売により販売用不動産が2,074,027千円減少したことが主

因であります。 

  

 ② 負債の部 

当事業年度末における負債合計は、前事業年度末に比べ4,384,576千円増加し、64,939,977千円となりました。こ

れは来期に向け着工数を増やしたことにより工事未払金1,355,208千円、マンション等の事業用地の一部を借入した

ことにより、短期借入金2,625,300千円、長期借入金2,412,000千円が増加し、一方で前事業年度よりも中間納付が多

かったため未払法人税等が2,317,069千円減少したことが主因であります。 

  

１．経営成績



 ③ 純資産の部  

当事業年度末における純資産合計は、前事業年度末に比べ11,454,977千円増加し、47,908,883千円となりました。

これは主に当期純利益の計上により、利益剰余金が増加したことによります。 

  

 ④ キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は21,329,131千円となり、前事業年度末に

比べて9,460,334千円減少しております。各キャッシュ・フローの状況と増減要因は以下のとおりであります。 

   

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

税引前当期純利益23,502,005千円の計上、前渡金の減少1,078,730千円、仕入債務の増加により1,586,015千円の資

金を獲得しましたが、来期に向け積極的に事業用地を取得していることにより、たな卸資産が24,651,829千円増加

し、また法人税等の支払11,874,479千円等により、営業活動で使用した資金は9,665,009千円（前事業年度は

32,986,947千円の獲得）となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

国債等の投資有価証券の取得による支出301,831千円、工具、器具及び備品等の有形固定資産の取得による支出

402,880千円、定期預金及び定期積金の預入による純支出200,016千円等により、投資活動で使用した資金は

1,059,544千円（前事業年度比65.2％減）となりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 配当金の支払2,427,793千円をしたものの、借入金等の純増3,692,300千円の資金等により、財務活動で獲得した資

金は1,264,219千円（前事業年度は7,967,516千円の使用）となりました。 

  

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い  

（注１）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。  

（注２）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。 

（注３）有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としています。

（注４）平成23年１月期の営業活動キャッシュ・フローはマイナスであるためキャッシュ・フロー対有利子負債比率

及びインタレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主への利益還元を経営上の重要政策のひとつとして位置付けております。現在及び今後の事業収益をベ

ースに、将来の事業展開や経営環境の変化に対応するために必要な内部留保資金の確保などを総合的に勘案し、利益

還元を継続的かつ安定的に実施することに努めてまいります。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針と考えております。また、当社は機動

的な資本政策及び配当政策を図るため、剰余金の配当等を取締役会決議により行うことができる旨を定款で定めてお

ります。 

なお、内部留保資金は主として事業拡大のための事業用地の仕入資金としての使用を考えております。 

当事業年度の配当につきましては、上記の方針に基づき、１株当たりの普通配当25円を中間時に実施し、また期末

時に45円の普通配当を実施することを予定しております。この結果、当事業年度の配当性向は14.4％となります。 

また、平成24年１月期におきましては、上記の方針ならびに通期の業績見通しから、１株当たりの年間配当額70円

（うち中間配当金35円）とさせていただくことを予定しております。  

    平成22年１月期 平成23年１月期 

自己資本比率 （％）  37.6  42.5

時価ベースの自己資本比率 （％）  106.9  65.8

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 （年）  0.8  －

インタレスト・カバレッジ・レシオ （倍）  62.0  －



  

(4）事業等のリスク 

本書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項には、以下のようなものがあります。  

  

 ① 消費者の需要動向について 

当社の事業である不動産販売事業の業績は、景気動向、金利動向、地価動向及び税制等に基づく購買者の購入意欲

や需要動向に影響を受けやすいため、景気の見通しの悪化や大幅な金利の上昇、地価の上昇、税制の変更等があった

場合には、購買者の購入意欲が減退し、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。また、当社にお

きましては、建物が完成前に顧客と販売契約を結ぶことを基本方針としておりますが、これは未契約の完成物件が長

期化すると消費者より売れ残りと判断され、また、１年以上経過すると未入居でも中古物件扱いとなり価格の大幅引

き下げによる対応を強いられるため、建物の工事進捗状況や販売経過時期等を総合的に考慮しながら、消費者の需要

動向を的確に捉えて価格判断をする必要があります。需要が極端に少なかったり、判断を誤り長期化してしまった場

合等は、採算が悪化する可能性があります。 

  

 ② 法的規制について 

当社は、「宅地建物取引業法」に基づき、宅地建物取引業者として国土交通大臣の免許を、「建設業法」に基づ

き、建設業者としての国土交通大臣許可を、また、「建築士法」に基づき、本社については一級建築士事務所として

都知事登録を、その他複数の支社・営業所等については二級建築士事務所として、所在する府県知事登録を行ってお

ります。当社の主要な事業の継続には、これらの免許、許可および登録が必要となりますが、将来においてこれらの

免許、許可および登録に関連する法令が改正された場合や、新たな法規制が設けられた場合、新たな義務や費用の発

生等により、当社の業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

また当社は、分譲用地の仕入から企画設計・施工・販売まで一貫した幅広い業務を行っていることから、「宅地建

物取引業法」、「建設業法」、「建築士法」、およびそれらの関連法令に加え、「建築基準法」、「都市計画法」、

「土地区画整理法」、「農地法」、「宅地造成等規制法」、「国土利用計画法」、「住宅の品質確保の促進等に関す

る法律」、「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」、「消費者契約法」等様々な法的規制を受けてお

ります。今後これらの法令が改廃された場合や新たな法的規制が設けられた場合にも、当社の事業に影響を及ぼす可

能性があります。 

  

 ③ 住宅品質保証について 

住宅供給業者は、「住宅の品質確保の促進等に関する法律」により、新築住宅の構造上主要な部分および雨水の浸

入を防止する部分については住宅の引渡日から10年間、その他の部分については、「宅地建物取引業法」により住宅

の引渡日から最低２年間について瑕疵担保責任を負います。加えて、平成21年10月１日より施行された「特定住宅瑕

疵担保責任の履行の確保等に関する法律」により、住宅の瑕疵担保責任履行のための資力の確保が義務付けられまし

た。 

「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」に定める資力確保の方法には、「保証金の供託」と「保険

加入」の2つの制度があります。当社は、戸建住宅については「保証金の供託」制度を、マンションおよび規格型注

文住宅については「保険加入」制度を利用することにより、資力確保を行い、当社が提供する住宅に関し、その保証

責任を十分履行できるような体制を整えております。 

また、当社が提供する住宅は、住宅金融支援機構のフラット35Sの中間検査、完了検査、その他、民間企業による

建物検査を受け、品質の裏付けを得ております。  

以上のように、当社としましては、保証体制の整備、および、品質の確保のため、施工を充実させ、品質管理に万

全を期すとともに、販売後のクレーム等に関しましても十分に対応しておりますが、万一、当社の販売した物件に重

大な瑕疵があることが判明した場合には、その直接的な原因が当社の責めに帰すべきものでない場合であっても、当

社は売主としての瑕疵担保責任を負わなければならない場合があります。その結果として生じる、保証工事費の増加

や、当社の信用の低下等により、当社の業績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ④ 土地仕入について 

当社は、分譲用の事業用地の仕入に際して、立地条件、面積、地盤、周辺環境及び仕入価格等について事前に十分

調査し、その結果を踏まえて仕入を行っております。この事業用地の仕入れの成否によっては業績に多大な影響を及

ぼしますが、今後、他社との競争激化や情報収集遅れ、不足や事業用地の仕入れには専門知識が不可欠であり、それ

を担当する人材の流出、不足等により、当社の採算に合う土地の仕入が計画通りとならない場合には、当社の業績に

影響を及ぼす可能性があります。 

  



 ⑤ 外注先について 

当社は、戸建分譲において、当社の工事監督が行う施工監理業務（品質・工程・コスト・安全の管理）を除いて全

て請負業者に分離発注を行い、外注しております。また、マンション分譲においては施工監理も含めてゼネコンに全

てを外注しております。これにより、当社では事業拡大に伴う人件費の抑制を図っておりますが、施工面の大部分を

外注に依存しているため、万が一、販売戸数の増加に伴って当社の選定基準に合致する外注先を十分に確保できない

場合、外注先の経営不振により工期が遅延した場合等には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。また、国

内外の市場経済の動向等により、資材価格が上昇し、外注先の原材料調達状況に影響が及んだ場合、その状況を販売

価格へ転嫁することが難しい場合には、外注費の上昇により当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ⑥ 販売方法について 

当社では、自社販売部門を設けておらず、戸建住宅の販売は地元仲介業者に委託し、また、マンションの販売は販

売代理業者を通じて行っております。当社は、この販売方法により固定的な人件費及び広告宣伝費の肥大化を防止で

きるほか、仲介業者が持つ情報を活用できるものと考えておりますが、販売を外部に依存しているため、他社との競

合その他の理由により、仲介業者が当社の物件を積極的に販売しなくなった場合には、当社の業績に影響を及ぼす可

能性があります。 

  

 ⑦ 借入金への依存度について 

当社は、建築資金及び事業用地の仕入資金は自己資金で賄える体制作りを行っておりますが、現状におきましては

事業用地の仕入資金の一部を金融機関からの借入金によって調達しております。総資産に対する有利子負債の比率

が、平成22年１月期は28.7％、平成23年１月期は27.9％と減少傾向となってきておりますが、金利情勢やその他の外

的環境が変化する局面や事業拡大に際しては有利子負債に依存する場合もあるため、支払利息の増加により当社の業

績に影響が及ぶ可能性があります。 

また、資金調達に際しては、案件ごとに金融機関に融資を打診し、融資の了解を得た後に各プロジェクトを進行さ

せておりますが、当社の信用力低下等何らかの理由により調達に制約を受けた場合には、当社の業績及び財政状態に

影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ⑧ 個人情報等の管理について 

当社は、当社物件をご購入いただいたお客様や事業を行う上で多数の取引先等の個人情報を保有しており、また各

種の経営情報等の内部情報を有しております。これらの情報管理については、管理体制の構築、システムのセキュリ

ティ対策の強化、社内規程の整備、社員教育の徹底等に努めておりますが、万が一、これらの情報が社外流出した場

合には、信用失墜や損害賠償により業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ⑨ 営業地域が首都圏に集中していること等について 

当社は創業して以来、首都圏の１都６県(東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県、群馬県、茨城県、栃木県)を基盤と

して事業を拡大してまいりましたが、経営基盤の拡充を目的として、平成16年２月に仙台営業所を開設し、初めて地

方圏へ進出しました。その後、平成16年９月に名古屋支社を開設・平成17年８月に福岡営業所を開設・平成18年２月

に大阪支社を開設し全国の主要都市に営業店舗網の展開を図ってまいりました。しかしながら、当社には事業所が

105ヶ所ありますが、そのうち70事業所が首都圏にございます。よって、当該地域における地価動向、景気動向等が

当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。  

  



  

当社は、分譲住宅の施工販売を主業としております。戸建住宅の分譲を事業の中心としており、売上高の約90％を占

めており、併せてマンション分譲、土地分譲、請負工事及びその他付随業務を展開しております。 

  

 内容は次のとおりです。 

  

(1）戸建分譲 

戸建分譲住宅においては「リーブルガーデン」というブランド名を付けておりますが、これは「元気のよい、生き

生きとした、さわやかな、あざやかな」を意味するLivelyをさらになじみやすく、お客様に快適な住環境をご提供し

たいとの想いをこめております。首都圏の１都６県、及び主要地方都市である仙台、名古屋、大阪、福岡といった人

口が多く需要が見込める地域を中心に、若年層の一次取得者をターゲットとして、建売分譲住宅を供給しておりま

す。地域等により多少異なりますが、建物面積95㎡、間取り３ＬＤＫまたは４ＬＤＫ、土地面積100㎡が標準的なも

のとなっております。 

当社は、事業用地の仕入から造成、企画、設計、施工、販売、アフターサービスまでの一環システムを構築するこ

とにより、事業の効率化を図るとともに、直接施工及びスケールメリットによる建築コストの低減を図っておりま

す。これにより、良質な物件を低価格で供給することを可能としております。 

また、地域密着型店舗運営を行い、常に需給バランスの的確な把握に努め、地域別供給量を適切に保ちながら全体

供給量を拡大すべく出店を行い、平成23年１月31日現在本店を含め105店舗による営業を行っております。 

  

(2）マンション分譲 

マンション課においてマンション分譲用地として採算がとれると判断した場合や戸建分譲用地の取得活動において

得られた情報のうちマンション分譲用地とした方が経済的合理性からみてより有効利用できると判断した場合、同用

地をマンション分譲用地として取得し、開発分譲しております。リスクを限定するために戸建分譲売上高の5％程度

を一応の目安としておりますが、市場における需給のバランス等を重視して展開を図ってまいります。 

マンション分譲の企画にあたっては、用地取得から販売代金の回収までを１年以内で完了することが可能なプロジ

ェクトに主眼を据え、あまり大規模な開発を行わないことにより、リスクの軽減と資金の効率化を図っております。

また、構造的にも複雑化を避け、比較的建築コストを抑えられる施工方法である鉄筋コンクリート構造とすることに

より、建築コストの低減を図っております。 

顧客としては、若年層の一次取得者をターゲットとしており、間取りは２ＬＤＫ及び３ＬＤＫを中心に、一戸当た

りの床面積65㎡～75㎡のファミリータイプを主力商品として供給しております。 

  

(3）土地分譲 

戸建分譲用地について土地のみでの購入希望者がいる場合に、建売した場合の採算との比較考量の結果、土地での

分譲を実施することがあります。早期販売することは利益確保に有効であるため、早期に情報提供する結果、土地の

みでの購入を希望されるお客様が現れることとなります。また、多棟現場において、全ての区画について建売するこ

とに販売リスクがあると考えられる場合に一部の区画について土地での売出しをすることがありますが、当初より土

地分譲のみを目的として用地を取得することはありません。 

  

(4）請負工事 

当社の請負工事は、戸建住宅の建築請負、分譲住宅の販売に伴う追加工事及びオプション工事であります。 

そのうち「リーブルセレクト」というブランド名の請負工事は、戸建分譲で確立したノウハウを生かし、基本プラ

ンから選択する方式を採用することにより、時間と手間をかけずにローコストの請負工事（規格型注文住宅）を提供

するものであります。 

今後におきましては、土地の価格変動リスクを負わず、また、将来の人口減少、給与所得の伸び悩みによる既存住

宅の建替え需要を見込める事業のため、積極的に取り扱ってまいります。 

  

(5）その他付随業務 

分譲住宅販売時に付随して発生するプロパンガス、引越し等の各種紹介手数料が中心であります。 

  

２．企業集団の状況



戸建分譲及びマンション分譲の系統図は次のとおりであります。 

①戸建分譲 

   

  

  

②マンション分譲 

  



(1）会社の経営の基本方針 

当社の経営の基本方針は、『お客様に「満足」いただき社業の発展を通じて地域社会に貢献する』という理念に立

ち、時代の変化とニーズを先取りし、それを商品に反映させお客様に満足していただき、誠実で信頼される企業を目

指し、安全・安心をモットーに数多くのお客様に商品を提供していくことであります。そのためには、企業として社

会的信頼に応えるために、社内体制・管理体制の改善を常に繰り返し向上させ、また、業務内容の効率化を図り企業

の法令遵守を徹底し、経営体制を強化していくことにより、今後も更なる発展を目指してまいります。 

   

(2）目標とする経営指標 

当社は株主価値及び企業価値の向上を図ることを目指しており、目標とする経営指標は次のとおりであります。 

  

（注）在庫回転率：365日／土地の仕入決済～物件のお客様への引渡しまでの日数 

   

(3）中長期的な会社の経営戦略 

当社では『より多くのお客様に高品質の住宅を低価格で供給することにより「満足」をいただく』という経営理念

を具現化するために、下記戦略を遂行し業績向上を図ってまいります。 

  

① 顧客ニーズに合う商品を積極的に提供するために、地域密着型店舗運営を強化し、各地域の地価動向、販売価格

動向、顧客の嗜好等を的確に把握し、シェアの拡大を図ってまいります。また、省エネ基準を満たす住宅も積極

的に対応してまいります。  

  

② 在庫回転率（年３回転目標）を高め事業サイクルの短縮を図り、不動産の価格下落に対するリスクを回避し、事

業の安定と発展に向けて全力で対処いたします。 

  

③ 高品質で賃貸相場並の低価格物件を提供するために、工程・進捗管理を徹底しスケールメリットを生かして、コ

ストダウンを実現いたします。 

  

④ 戸建分譲のノウハウを活かした規格型注文住宅（リーブルセレクト）事業を、分譲事業に次ぐ収益基盤として積

極的に展開してまいります。  

   

(4）会社の対処すべき課題 

当社が事業主体とします不動産業界におきましては、住宅エコポイント制度等の各種政策効果により住宅着工戸数

は増加基調が続くと思われますが、雇用情勢の低迷などを受け、住宅購入マインドがなかなか上昇せず、依然厳しい

局面が続くと思われます。 

このように不透明な環境下において当社といたしましては、今まで以上にお客様のニーズにあった高品質で低価格

の商品を開発し、提供し続けていくことが最も重要であり、そうすることにより在庫回転期間が短縮され、ひいては

安定的かつ確実な収益確保につながると考えております。そのために、以下のことを全力で対処してまいります。 

  

① アフター体制 

検査体制の強化及びチェック体制の確立を目指し、品質向上を目指してまいります。また、住宅の性能が向上し

寿命の長期化にも対応すべく、アフター体制の充実を図り、お客様が安心して住むことのできる環境づくりを図り

ます。 

  

② 店舗運営 

更なる地域密着型店舗運営で、お客様の要望や情報を収集し、速やかに商品に反映させ、市場で評価される商品

を提供し、お客様に満足していただけるように努めます。 

  

３．経営方針

目標とする経営指標  目標値 平成22年１月期 平成23年１月期 

自己資本比率 50％ ％37.6 ％42.5

在庫回転率（戸建）（注） 年３回転  2.5  2.7



③ 価格政策 

良質な商品をより低価格でより多くのお客様に供給し続けるために、工程・進捗管理を徹底しスケールメリット

を生かして、コストダウンを実現します。 

  

④ 販売政策 

不動産の価格下落に対するリスク対応に関しましては、事業サイクルの短縮による回転率の向上が最も重要であ

るため、その推進に努めます。 

  

⑤ 社員の育成 

社員研修・教育の充実を図り、各自の業務に対するレベルアップを図るとともに、コンプライアンスを徹底さ

せ、当社の経営理念を理解した責任感のある社員の育成を図ります。 

  

   



４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年１月31日) 

当事業年度 
(平成23年１月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 34,589,558 25,329,239

販売用不動産 ※  16,926,665 ※  14,852,637

仕掛販売用不動産 ※  31,897,431 ※  56,721,348

未成工事支出金 4,145,354 6,046,044

貯蔵品 11,544 12,793

前渡金 2,186,525 1,107,794

前払費用 257,049 907,834

繰延税金資産 1,031,282 951,226

その他 419,183 824,662

流動資産合計 91,464,594 106,753,582

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,259,746 1,352,260

減価償却累計額 △791,265 △822,523

建物（純額） 468,481 529,737

構築物 4,031 4,283

減価償却累計額 △3,739 △3,805

構築物（純額） 291 478

車両運搬具 119,244 220,522

減価償却累計額 △75,765 △153,700

車両運搬具（純額） 43,478 66,822

工具、器具及び備品 264,547 443,997

減価償却累計額 △146,492 △258,887

工具、器具及び備品（純額） 118,055 185,110

土地 3,494,826 3,500,565

建設仮勘定 397 17,080

有形固定資産合計 4,125,529 4,299,795

無形固定資産   

ソフトウエア 555,144 442,501

電話加入権 18,162 18,162

無形固定資産合計 573,306 460,663

投資その他の資産   

投資有価証券 75,097 ※  374,982

出資金 6,350 6,540

長期貸付金 2,180 1,971

従業員に対する長期貸付金 1,352 481

破産更生債権等 28,339 28,308

長期前払費用 9,646 11,673

繰延税金資産 561,740 623,247

差入敷金保証金 189,509 ※  315,924

貸倒引当金 △28,339 △28,308

投資その他の資産合計 845,877 1,334,820

固定資産合計 5,544,713 6,095,279

資産合計 97,009,307 112,848,861



（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年１月31日) 

当事業年度 
(平成23年１月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 4,870,426 5,025,588

支払信託 7,117,336 7,192,980

工事未払金 8,780,358 10,135,567

短期借入金 ※  25,877,100 ※  28,502,400

1年内償還予定の社債 ※  400,000 ※  400,000

1年内返済予定の長期借入金 ※  945,000 －

未払金 1,470,576 2,009,971

未払費用 121,512 147,847

未払法人税等 7,644,707 5,327,638

未払消費税等 238,069 105,635

前受金 933,743 1,508,764

預り金 106,860 346,270

前受収益 3,796 3,878

賞与引当金 178,084 287,037

流動負債合計 58,687,572 60,993,582

固定負債   

社債 ※  600,000 ※  200,000

長期借入金 － ※  2,412,000

退職給付引当金 1,152,144 1,168,546

保証工事引当金 99,418 151,633

その他 16,265 14,215

固定負債合計 1,867,829 3,946,395

負債合計 60,555,401 64,939,977

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,298,500 3,298,500

資本剰余金   

資本準備金 3,208,500 3,208,500

資本剰余金合計 3,208,500 3,208,500

利益剰余金   

利益準備金 54,841 54,841

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 29,889,256 41,346,220

利益剰余金合計 29,944,098 41,401,062

自己株式 － △287

株主資本合計 36,451,098 47,907,774

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,807 1,109

評価・換算差額等合計 2,807 1,109

純資産合計 36,453,906 47,908,883

負債純資産合計 97,009,307 112,848,861



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

売上高   

不動産分譲売上 198,234,909 205,315,112

請負工事収入 1,301,153 3,104,168

その他不動産収入 1,244,864 1,338,765

売上高合計 200,780,927 209,758,046

売上原価   

不動産分譲原価 168,848,522 170,145,674

請負工事原価 930,803 2,183,993

その他原価 15,416 14,371

たな卸資産評価損(△は戻入) 148,724 △143,653

保証工事引当金繰入額 － 52,214

売上原価合計 169,943,466 172,252,599

売上総利益 30,837,460 37,505,447

販売費及び一般管理費   

販売手数料 5,300,069 5,623,610

広告宣伝費 1,101,023 805,505

支払手数料 113,230 131,270

役員報酬 104,748 118,890

従業員給料及び手当 2,143,621 2,564,547

賞与 470,000 552,324

賞与引当金繰入額 112,060 181,994

退職給付費用 △71,064 36,077

法定福利費 354,289 456,296

福利厚生費 8,798 8,713

減価償却費 123,825 276,754

賃借料 266,417 293,147

租税公課 1,219,857 1,337,314

管理諸費 153,485 210,335

その他 879,065 1,033,883

販売費及び一般管理費合計 12,279,426 13,630,667

営業利益 18,558,034 23,874,780

営業外収益   

受取利息 26,855 11,206

有価証券利息 － 2,768

受取配当金 1,493 1,335

受取違約金 72,132 28,708

採納助成金 9,843 4,527

受取収受金 3,855 19,138

その他 25,118 20,758

営業外収益合計 139,298 88,443



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

営業外費用   

支払利息 547,247 417,296

社債利息 9,889 4,980

株式交付費 33,316 －

その他 52,185 37,788

営業外費用合計 642,639 460,065

経常利益 18,054,693 23,503,158

特別利益   

労災保険還付金 256,793 －

その他 47 －

特別利益合計 256,840 －

特別損失   

固定資産除却損 ※  3,202 ※  1,152

その他 5,486 －

特別損失合計 8,688 1,152

税引前当期純利益 18,302,845 23,502,005

法人税、住民税及び事業税 8,639,660 9,597,534

法人税等調整額 △538,944 19,714

法人税等合計 8,100,715 9,617,249

当期純利益 10,202,130 13,884,756



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 90,000 3,298,500

当期変動額   

新株の発行 3,208,500 －

当期変動額合計 3,208,500 －

当期末残高 3,298,500 3,298,500

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 － 3,208,500

当期変動額   

新株の発行 3,208,500 －

当期変動額合計 3,208,500 －

当期末残高 3,208,500 3,208,500

資本剰余金合計   

前期末残高 － 3,208,500

当期変動額   

新株の発行 3,208,500 －

当期変動額合計 3,208,500 －

当期末残高 3,208,500 3,208,500

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 54,841 54,841

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 54,841 54,841

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 19,687,126 29,889,256

当期変動額   

剰余金の配当 － △2,427,793

当期純利益 10,202,130 13,884,756

当期変動額合計 10,202,130 11,456,963

当期末残高 29,889,256 41,346,220

利益剰余金合計   

前期末残高 19,741,967 29,944,098

当期変動額   

剰余金の配当 － △2,427,793

当期純利益 10,202,130 13,884,756

当期変動額合計 10,202,130 11,456,963

当期末残高 29,944,098 41,401,062



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

自己株式   

前期末残高 － －

当期変動額   

自己株式の取得 － △287

当期変動額合計 － △287

当期末残高 － △287

株主資本合計   

前期末残高 19,831,967 36,451,098

当期変動額   

新株の発行 6,417,000 －

剰余金の配当 － △2,427,793

当期純利益 10,202,130 13,884,756

自己株式の取得 － △287

当期変動額合計 16,619,130 11,456,675

当期末残高 36,451,098 47,907,774

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 5,125 2,807

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,317 △1,698

当期変動額合計 △2,317 △1,698

当期末残高 2,807 1,109

評価・換算差額等合計   

前期末残高 5,125 2,807

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,317 △1,698

当期変動額合計 △2,317 △1,698

当期末残高 2,807 1,109

純資産合計   

前期末残高 19,837,093 36,453,906

当期変動額   

新株の発行 6,417,000 －

剰余金の配当 － △2,427,793

当期純利益 10,202,130 13,884,756

自己株式の取得 － △287

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,317 △1,698

当期変動額合計 16,616,813 11,454,977

当期末残高 36,453,906 47,908,883



（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成23年１月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 18,302,845 23,502,005

減価償却費 162,532 344,104

株式交付費 33,316 －

引当金の増減額（△は減少） △141,281 177,537

受取利息及び受取配当金 △28,348 △15,310

支払利息及び社債利息 557,137 422,277

固定資産除却損 3,202 1,152

たな卸資産の増減額（△は増加） 13,217,509 △24,651,829

前渡金の増減額（△は増加） △1,008,919 1,078,730

未払消費税等の増減額（△は減少） 94,842 △132,433

その他の流動資産の増減額（△は増加） △39,535 △1,048,314

仕入債務の増減額（△は減少） 4,030,092 1,586,015

その他の流動負債の増減額（△は減少） 182,233 767,044

前受金の増減額（△は減少） 374,279 575,021

その他 5,702 20,332

小計 35,745,610 2,626,335

利息及び配当金の受取額 27,847 14,403

利息の支払額 △532,400 △431,267

法人税等の支払額 △2,254,111 △11,874,479

営業活動によるキャッシュ・フロー 32,986,947 △9,665,009

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金及び定期積金の預入による支出 △5,510,092 △6,710,108

定期預金及び定期積金の払戻による収入 2,690,060 6,510,092

投資有価証券の取得による支出 － △301,831

有形固定資産の取得による支出 △186,797 △402,880

無形固定資産の取得による支出 △69,344 －

その他 34,976 △154,817

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,041,197 △1,059,544

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △12,872,400 2,625,300

長期借入れによる収入 － 2,412,000

長期借入金の返済による支出 △1,078,800 △945,000

社債の償還による支出 △400,000 △400,000

株式の発行による収入 6,383,683 －

自己株式の取得による支出 － △287

配当金の支払額 － △2,427,793

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,967,516 1,264,219

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 21,978,232 △9,460,334

現金及び現金同等物の期首残高 8,811,232 ※  30,789,465

現金及び現金同等物の期末残高 ※  30,789,465 ※  21,329,131



          該当事項はありません。 

  

  

継続企業の前提に関する注記



  

重要な会計方針

項目 
前事業年度 

（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用してお

ります。 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）販売用不動産、仕掛販売用不動産、未

成工事支出金 

 個別法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）を採用しております。 

(1）販売用不動産、仕掛販売用不動産、未

成工事支出金 

同左 

  (2）貯蔵品 

 先入先出法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）を採用しておりま

す。 

(2）貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法を採用しております。但し、平

成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については、定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物           10～50年

構築物          10～35年

車両運搬具        ２～６年

工具、器具及び備品    ３～20年

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  (2）無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。なお、ソ

フトウエア（自社利用）については、社

内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しております。 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  (3）リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が平

成21年１月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

(3）リース資産 

同左 



  

項目 
前事業年度 

（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

４．繰延資産の処理方法  株式交付費 

 支出時に全額費用処理する方法を採用

しております。  

────── 

  （追加情報） 

 平成21年12月４日開催の取締役会決議

にて行った公募及び第三者割当による新

株式発行（3,000,000株）は、引受証券

会社が引受価額（2,139円）で買取引受

を行い、当該引受価額と異なる発行価格

（2,300円）で一般投資家に販売するス

プレッド方法によっております。 

 従来の方式では、引受証券会社に対し

引受手数料を支払うことになりますが、

スプレッド方式では、発行価格と引受価

額との差額が事実上の引受手数料となり

ますので、引受証券会社に対する引受手

数料の支払いはありません。 

 平成21年12月４日開催の取締役会決議

にて行った新株式発行に係る引受価額と

発行価格の差額の総額483,000千円は、

従来の方式によれば株式交付費として処

理されるべき金額に相当します。 

 このため、従来の方式によった場合と

比べ、当事業年度の株式交付費の額、資

本金及び資本準備金合計額は483,000千

円少なく、経常利益及び税引前当期純利

益は同額多く計上されております。 

  

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額のうち当事業年

度負担額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 



  

項目 
前事業年度 

（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、当事業年度の発

生額を翌事業年度に一括費用処理する方

法によっております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

  

  

  

  

  

（会計方針の変更） 

 当事業年度より、「「退職給付に係る

会計基準」の一部改正（その３）」（企

業会計基準第19号 平成20年７月31日） 

を適用しております。 

 なお、これによる営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益に与える影響はあ

りません。   

  (4）保証工事引当金 

 建築物の引渡後の瑕疵による損失及び

保証サービス費用を補填するため、過去

の分譲建物に係る補修費等の実績等を基

準として将来の当社負担見込額を計上し

ております。 

(4）保証工事引当金 

同左 

６．重要な収益及び費用の 

計上基準 

────── 工期のごく短いもの等については工事完成

基準を適用し、その他の工事で当事業年度

末までの進捗部分について成果の確実性が

認められる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を

適用しております。  

（会計方針の変更） 

請負工事に係る収益の計上基準について

は、従来、工事完成基準を適用しておりま

したが、当事業年度より、「工事契約に関

する会計基準」（企業会計基準第15号 平

成19年12月27日）及び「工事契約に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第18号 平成19年12月27日）を適用し

ております。 

なお、当事業年度に着手した工事契約から

適用しております。 

これによる、売上高、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益に与える影響はあり

ません。 



    

  

項目 
前事業年度 

（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

７. キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

 ただし、資産に係る控除対象外消費税等

は発生事業年度の期間費用としておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

重要な会計方針の変更

前事業年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

（リース取引に関する会計基準）  

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基 

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会 

計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通

常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうちリ

ース取引開始日が平成21年１月31日以前のリース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を

適用しております。 

 この変更による損益に与える影響はありません。  

────── 



   

   

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成22年１月31日） 

当事業年度 
（平成23年１月31日） 

※ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は次の

とおりであります。 

※ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は次の

とおりであります。 

販売用不動産 千円12,256,725

仕掛販売用不動産 千円21,142,120

合計 千円33,398,846

販売用不動産 千円6,577,476

仕掛販売用不動産 千円27,952,613

合計 千円34,530,089

 上記には、抵当権の登記を留保されている仕掛販売用

不動産が 千円含まれております。 243,198

 上記には、抵当権の登記を留保されている販売用不動

産及び仕掛販売用不動産が、それぞれ 千円、 

千円含まれております。 

251,597

288,575

上記に対応する債務 上記に対応する債務 

短期借入金 千円23,485,100

1年内償還予定の社債 千円400,000

1年内返済予定の長期借入金 千円945,000

社債 千円600,000

合計 千円25,430,100

 また、上記のほか、住宅瑕疵担保履行法に基づく住

宅販売瑕疵担保保証金 千円（投資有価証券

千円・差入敷金保証金 千円）を供託して

おります。 

短期借入金 千円25,275,900

1年内償還予定の社債 千円400,000

社債 千円200,000

長期借入金 千円2,412,000

合計 千円28,287,900

323,806

301,166 22,640

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

※ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 千円2,877

工具、器具及び備品 千円324

合計 千円3,202

車両運搬具 千円1,095

工具、器具及び備品 千円56

合計 千円1,152



前事業年度（自 平成21年２月１日 至 平成22年１月31日） 

１.発行済株式の種類及び総数に関する事項 

     （注）新規上場に伴う新株の発行によるものであります。  

  

２.配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

   該当事項はありません。  

  

 （2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの  

   該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成22年２月１日 至 平成23年１月31日） 

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

     （注）普通株式の自己株式の株式数の増加118株は、単元未満株式の買取りによるものであります。  

  

２.配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

  

 （2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの  

 次のとおり、決議を予定しております。 

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式数 

（株） 
当事業年度増加株式数 

（株） 
当事業年度減少株式数 

（株） 
当事業年度末株式数 

（株） 

発行済株式      

普通株式（注）  25,562,280  3,000,000  －  28,562,280

合計  25,562,280  3,000,000  －  28,562,280

  
前事業年度末株式数 

（株） 
当事業年度増加株式数 

（株） 
当事業年度減少株式数 

（株） 
当事業年度末株式数 

（株） 

発行済株式      

普通株式  28,562,280  －  －  28,562,280

合計  28,562,280  －  －  28,562,280

自己株式      

普通株式（注）  －  118  －  118

合計  －  118  －  118

（決 議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
の配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年３月24日 

取締役会  
普通株式   1,713   60 平成22年１月31日 平成22年４月26日 

平成22年９月７日 

取締役会  
普通株式   714   25 平成22年７月31日 平成22年10月８日 

（決 議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
の配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年３月24日 

取締役会  
普通株式   1,285 利益剰余金   45 平成23年１月31日 平成23年４月25日



  

  

前事業年度（自 平成21年２月１日 至 平成22年１月31日）及び当事業年度（自 平成22年２月１日 至 

平成23年１月31日） 

 該当事項はありません。   

   

 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前事業年度（自 平成21年２月１日 至 平成22年１月31日）及び当事業年度（自 平成22年２月１日 至 

平成23年１月31日） 

 該当事項はありません。 

  

   

 リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、関連当事者情報、税効果会計、退職給付、ストッ

ク・オプション等、企業結合等、賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性

が大きくないと考えられるため開示を省略します。  

   

(1）役員の異動 

  該当事項はありません。 

  

(2）その他 

  該当事項はありません。  

  

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成22年１月31日現在） 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成23年１月31日現在） 

現金及び預金勘定 千円34,589,558

預入期間が３ヶ月を超える定期預金

及び定期積金 
千円△3,800,092

現金及び現金同等物 千円30,789,465

現金及び預金勘定 千円25,329,239

預入期間が３ヶ月を超える定期預金

及び定期積金 
千円△4,000,108

現金及び現金同等物 千円21,329,131

（持分法損益等）

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭1,276 30

１株当たり当期純利益金額 円 銭394 29

１株当たり純資産額 円 銭1,677 35

１株当たり当期純利益金額 円 銭486 12

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前事業年度 

（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年２月１日 
至 平成23年１月31日） 

当期純利益（千円）  10,202,130  13,884,756

普通株主に帰属しない金額（千円）   －   －

普通株式に係る当期純利益（千円）   10,202,130   13,884,756

期中平均株式数（千株）   25,874   28,562

（重要な後発事象）

（開示の省略）

５．その他
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